
堺市退職者の再就職等に係る状況の公表等に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３８条の６第１項及び堺

市職員及び組織の活性化に関する条例(平成２４年条例第３０号。以下「条例」という。)第

３４条の規定に基づき、本市を退職する者に係る退職後の状況を把握し、再就職に係る状況

の公表について必要な事項を定めることにより、退職者の再就職の公正性及び透明性を確保

することを目的とする。 

（退職後の状況に係る調査） 

第２条 市長は、条例第３５条第３項の規定による届出に関し、退職者の適正な管理を行うた

めに必要があると認めるときは、堺市職員の退職管理に関する規則（平成２８年人事委員会

規則第４号）第１７条に規定する管理又は監督の地位にある職員の職にあった者に対して、

条例第３５条第３項に規定する場合の該当の有無に関して調査を実施することができる。 

（再就職等に係る状況の公表） 

第３条 市長は、毎年５月末日までに、前年度に退職した者で、堺市職員の退職管理に関する

規則第１８条の規定による届出のあった者及び本市等に任用され、又は再就職した者に係る

次に掲げる事項を公表するものとする。 

(1)  氏名 

(2)  離職時の所属及び職 

(3)  離職日 

(4)  再就職先等の名称 

(5)  再就職先における地位 

(6)  再就職日 

２ 市長は、前項の規定による公表内容に変更があったときは、当該変更に係る事項を速やか

に公表するものとする。 

 （委任） 

第４条 この要綱の施行について必要な事項は、人事部長が定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年３月２８日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年１１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この規則による改正前の堺市退職者の再就職等に係る状況の公表等

に関する要綱の様式に関する規定により作成され、現に保管されている帳票については、当

分の間、この要綱による改正後の堺市退職者の再就職等に係る状況の公表等に関する要綱の

様式に関する規定による帳票とみなして使用することができる。 

附 則 

この要綱は、令和３年３月５日から施行する。 


